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第11章 我が国のエネルギー・環境政策の動向 

 

11.1 新たなエネルギー基本計画 

東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故の発生により、我が国のエネルギー政策の

見直しが行われている。これまでのエネルギー・環境戦略をゼロベースで見直し、エネルギー

の安定供給、エネルギーコスト低減の観点も含め、エネルギー政策を構築するため、総合資源

エネルギー調査会 基本政策分科会（平成25年7月24日～12月13日までに13回開催）でエネルギ

ー政策の見直しが行われている。 

平成26（2014）年２月25日には「エネルギー基本計画」の政府案が、原子力関係閣僚会議に

おいて示された。その中で、原発を「ベースロード電源」と位置付ける一方、再生可能エネル

ギーについては、「2013年から３年程度、導入を 大限加速していき、その後も積極的に推進し

ていく」という方針が示されている。 

再生可能エネルギーに関する取組の内容としては、「固定価格買取制度の適正な運用や、環境

アセスメントの期間短縮化等の規制緩和等を今後とも推進するとともに、高い発電コスト、出

力の不安定性、立地制約といった課題に対応すべく、低コスト化・高効率化のための技術開発、

大型蓄電池の開発・実証や送配電網の整備など」が挙げられている。 

この会議の取りまとめ及び政府案を受け、新しい「エネルギー基本計画」が策定される予定

となっている。 
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11.2 再生可能エネルギー固定価格買取制度の開始 

平成24年7月1日から、再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）によ

り発電された電気を一定の期間・価格で電気会社が買い取ることを義務付ける「再生可能エネ

ルギー固定価格買取制度」が開始された。これにより、新たな発電事業者の参入意欲が高まり、

国全体で再生可能エネルギーの普及が進むことが期待されている。 

 

  
図 11-1 固定価格買取制度の平成 25 年度買取価格・期間 

出典：経済産業省 資源エネルギー庁、なっとく！再生可能エネルギー 

 


